
国立大学改革プラン（概要）
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大学のガバナンス機能の強化

 中央教育審議会大学分科会組織運営部会において、学長がリーダーシップを発揮できる体制の整備や学長の
選考方法、教授会の役割の明確化等について検討を行い、平成26年2月12日に大学分科会で審議まとめ。

◇ 各大学は、教育・研究・社会貢献機能の最大化のため、本部・部局全体のガバナンス体制を総点検・見直し。

責任の所在を再確認するとともに、権限の重複排除、審議手続の簡素化、学長までの意思決定過程の確立を図る。

◇ 国は、学長のリーダーシップの確立と教職員の意識改革のため、効果的な制度改正とメリハリある支援を実施。

◇ 社会は、大学と積極的に関わり、学長のリーダーシップを後押し。

１．学長のリーダーシップの確立

○学長補佐体制の強化（総括副学長等の
設置、高度専門職の創設 等）

○予算、人事、組織再編におけるリー
ダーシップの確立 等

３．教授会の役割の明確化

○教育課程編成、学生の身分、
学位授与、教員の研究業績
審査等を審議 等

２．学長の選考・業績評価

○選考組織が主体性を持って、求
められる学長像を示し、候補者
のビジョンを確認して決定 等

４．監事の役割の強化

○ガバナンスの監査
○常勤監事の配置 等

＜主な内容＞

○中央教育審議会大学分科会 審議まとめ
「大学のガバナンス改革の推進について」26.2.12のポイント

○副学長の職務内容を見直し、学長の命を受けて校務を分担できることとする
○教授会は「教育研究に関する事項」について審議し、決定権者である学長等に対して「意見を述べ
る」機関であることを明確化する
○国立大学法人は、学長選考の基準を定め、選考結果とあわせて公表することとする
○国立大学法人の経営協議会の外部委員の割合を２分の１以上から過半数とする 等

審議まとめを受けて、通常国会に改正法案を提出、6月20日成立○学校教育法及び国立大学法人法の改正のポイント

※独立行政法人通則法の改正に伴い国立大学法人の監事機能を強化(役職員や子法人に対する調査権
限の法定化、任期の延長等)
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